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（2）貴社の海外拠点はどのような機能を持っていますか。該当するものすべてに○を付けて 
下さい。 

1．基礎研究機能 
3．現地市場向け製品・サービスの企画開発 
5．ミドル・ハイエンド品の試作機能 
7．ミドル・ハイエンド品の量産機能 
9．販売機能 
11．地域統括機能 

2．域外向け新製品・サービスの企画開発 
4．汎用・ローエンド品の試作機能 
6．汎用・ローエンド品の量産機能  
8．物流機能 
10．アフターサービス機能 
12. その他（            ） 

 

（3）海外拠点の設立がこれまでのところ、貴事業所にどのような効果をもたらしましたか。

利益面、国内雇用面の各々について、該当するもの１つに○を付けて下さい。 

【利益面】   1.大幅な増益効果     2.若干の増益効果       
3.若干の減益効果     4.大幅な減益効果 

【国内雇用面】 1.大幅な増加効果     2.若干の増加効果       
3.若干の減少効果     4.大幅な減少効果 

 
(4)海外進出の際に障壁となったことは何ですか。該当するものすべてに○をつけてくださ
い。 
1．本社に現地拠点を管理・経営する知識・ノウハウが不足 
2．本社スタッフに海外とのコミュニケーション能力（語学力等）が不足 
3．現地拠点に派遣する日本人スタッフが不足 
4．現地の法制・規制（法律・税制・投資許認可・貿易等）に関する情報が不足 
5．海外投資資金の確保が困難   6．現地スタッフの採用に関する情報・ﾉｳﾊｳが不足 
7．特にない           8．その他（                 ） 

 
問 4-3 TPP(環太平洋パートナーシップ協定)についてお聞きします。 

 
※TPP とは、オーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、日本、マレーシア、メキシコ、ニュージーラ

ンド、ペルー、シンガポール、米国およびベトナムの計 12 か国による経済連携協定であり、モノの関

税の削減・撤廃やサービス・投資の自由化など、幅広い分野で新しいルールを構築するもの。 

 
(1) TPP が発効した際には、貴事業所にとってどのような影響が生じる見通しですか。 

該当するもの１つに○をつけてください。 
1．プラスの影響        2．ややプラスの影響    3．ややマイナスの影響 
4．マイナスの影響       5．影響なし        6.わからない 

 
(2) (1)で「1.プラスの影響」「2.ややプラスの影響」と回答された方にお聞きします。プ
ラスの影響をもたらす要因として、該当するものすべてに○をつけてください。 

1．関税の削減・撤廃          2. 貿易手続の簡素化 
3．サービスの自由化                4．投資の自由化       
5．投資ルールの明確化            6．知的財産の保護 
7. ビジネスマンの入国・滞在手続の迅速化・簡素化 
8．その他（                 ） 
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(3) (1)で「3.ややマイナスの影響」「4.マイナスの影響」と回答された方にお聞きします。
マイナスの影響をもたらす要因として、該当するものすべてに○をつけてください。 

1．関税の削減・撤廃          2. サービスの自由化      3. 投資の自由化  
4．その他（                 ） 

 
(4)TPP に関連して、今後強化すべきと考える行政の施策はどのようなものですか。該当す
るもの３つ以内に○をつけてください。 

1．TPP に関する普及・啓発 
3. 地域に関する情報の発信 
5. 海外からの投資や人の誘致 
7．海外進出等に対する金融支援  

2. 相談体制の整備 
4．地域資源のブランド化 
6．知的財産権の出願・訴訟対応等に関する支援 
8.その他（               ） 

 
問 4-4 海外拠点全般に関する中期的な（今後３年程度）展開方針について、該当するもの

１つに○をつけてください。 
1．強化・拡大する     2．現状程度を維持する      3．縮小する 
4．撤退する        5．わからない 

 
問 4-5 今後の海外展開（輸出、輸入、海外拠点の設立）先として、興味のある国・地域は 

どこですか。該当するもの３つ以内に○をしてください。 
１.インドネシア   ２.カンボジア   ３.シンガポール   ４.タイ  
５.フィリピン    ６.ブルネイ    ７.ベトナム     ８.マレーシア 
９.ミャンマー     10.ラオス         11.韓国             12．中国  
13.台湾             14.インド         15．パラオ          16．オーストラリア 
17．ニュージーランド 18．アメリカ      19．カナダ          20．メキシコ 
21．ブラジル        22．ペルー        23．チリ            24.イタリア  
25．イギリス        26．オランダ      27．スイス          28．スペイン  
29．ドイツ          30．フランス      31．ロシア    32.その他（      ） 

 
問５ 人材の確保についてお聞きします。 

 

問 5-1  定期的な採用を実施していますか。該当するもの１つに○をつけてください。 

 

 
 
 
 
問 5-2 問 5-1 で「1.毎年、定期的に実施している」「2.必要に応じて採用している」「3.今

後、定期的に実施する予定」と回答された方にお聞きします。 

(1)採用の対象者をどのように想定していますか。該当するものすべてに○をつけてください。 

 

 
 
 
 

 

1.毎年、定期的に実施している      2.必要に応じて採用している   
2.今後、定期的に実施する予定      4.実施していない 

1.新規大学卒業者            2.新規大学院卒業者 
3.新規高等専門学校卒業者        4.新規高校卒業者 
5.第二新卒者（大学等を卒業後３年以内の未就職者）  6.特に年齢・学歴は問わない 
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(2)これまで想定どおりに採用できていますか。１つに○をつけてください。 
 

１．できている     ２．できていない 

 

問 5-3 採用の際、課題となっていることは何ですか。該当するものすべてに○をつけてく
ださい。 

 
 
 
 
 

問６ 人材の育成についてお聞きします。 
 
問 6-1 人材の育成のために貴事業所ではどのような取組を行っていますか。該当するもの

すべてに○をつけてください。 
 
 

 

 

 
 

問 6-2  貴事業所で今後強化していく必要があると考える人材はどのような人材ですか。該

当するものすべてに○をつけてください。 

 
 
 

 
 
問７ 貴事業所の ICTの導入・利活用の状況についてお聞きします。 
 
問 7-1 経営課題解決のための ICT の導入・利活用についてどのように考えていますか。該 

当するもの一つに○を付けて下さい。 
 

1.必要と考えており、導入・利活用している  
2.必要と考えているが導入・利活用していない     3．必要と考えていない。 

 
問 7-2 問 7-1 で「2.必要と考えているが導入・利活用していない」「3.必要と考えていない」 

とお答えいただいた方にお聞きします。ICT を導入・利活用していない理由について該 
当するものすべてに○を付けて下さい。 

 
1.コストが負担できない     2．導入の効果がわからない、評価できない      
3.業務内容にあった ICT 技術や製品がない  4.ICT を導入できる人材がいない 
5.従業員が ICT を使いこなせない      6.技術、ノウハウの流出のおそれがある 
7.個人情報漏えいのおそれがある      8.適切なアドバイザー等がいない 
9.その他（                                 ） 

 

１．応募する人の数が少ない         ２．求める資格を持った人が少ない 
３．求める技術や知識を持った人が少ない  ４．採用後の職場定着率が低い 
５．その他(                           ) 

1.計画的・系統的な OJT              2.目標管理制度による動機づけ     
3.社内資格・技能評価制度等による動機づけ   
4.同じ職種での人事異動       5.異なる職種への配置転換 
6.他企業との人材交流        7.企業内で行う Off-JT 
8.企業が費用を負担する社外教育    9.本人負担の社外教育に対する支援 
10.その他（            ） 

1.経営層        2.中間管理層         3.専門人材         
4.現場人材              5.グローバル化対応人材    6.その他（        ） 
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ご記入いただいた内容につきましては、個々の内容を実名とともに公表することはございま

せん。また、本調査の目的外での使用は一切いたしません。 

 

なお、今後三重県の施策に関するご案内（資料の送付や電話でのご案内など）を希望される 

場合は、以下の「希望する」を○でお囲みください。 
 
 

希望する 

 
 

1.地域資源を活かした製品・サービスの開発支援 
2.海外での販路開拓への支援  
3.国内他地域での販路開拓への支援 
4.地域の情報発信機能の強化 
5.多言語対応、無料 Wi-Fi、二次交通の充実、県の組織体制の充実などの 
来訪者受入のための環境整備  

6.その他（                 ） 

質問は以上です。ありがとうございました。 


